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イン ドネシアの自動車国産化政策 と

日本 自動車資本

井 上 博

は じ め に

イ ン ドネ シ ア は1967年 の 外 国投 資 法 の制 定 以 来,ス カル ノ大 統 領 にか わ って

政 権 を担 当 して い る ス ハ ル ト大 統 領 の もとで,原 則 と して 外 資 歓 迎 の姿 勢 を と

っ て きた。1970年 代 の 前 半 ま で は 外 資 の 進 出 が 活 発 に行 われ,外 資 に よ る輸 入

代 替 工 業 化 を推 進 して きた 。1974年 か らユ981年 に か け て,石 油価 格 の 上 昇 に よ

って 石 油収 入 が 増 大 し,こ の 財 政 収 入 の増 大 に も とづ い た 国 内産 業 の 育 成 がす

す め られ,国 家 資 本 を中 心 と した民 族 的 政 策 を 実 施 す る こ とが 可 能 とな った。

そ の 結 果 外 資 の進 出 は抑 制 され る こ と にな った 。1982年 以 降 は石 油 価 格 の低 下

に よ る歳 入 の 急 減 に よっ て経 済 成 長 率 が低 下 した た め.引 き続 き外 国 投 資 は停

滞 した 。

こ う した 中 で,イ ン ドネ シ ア に お け る工 業 化 の シ ン ボ ル的 存 在 で あ る 自動 車

産 業 の育 成 と国 産 化 政 策 が展 開 され た 。1974年 の完 成 乗 用車 輸 入 の全 面 禁 止 か

ら,外 国 自動 車資 本 の導 入 に よ る現 地 組 立(ノ ッ ク ・ダ ウ ン,以 下KDと 表記

す る)生 産 が進 み.1976年 以 降 は 商 用 車 国 産 化 計 画 の実 施 に よ って部 品 の 国 産

化 が進 め られ て きた 、 しか し,イ ン ドネ シ ア の 自動 車需 要 は.1981年 を ピー ク

に そ の後 の経 済 成 長 率 の 低 下 を反 映 して低 迷 した。

ま さ に こ の時期 に石 油 収 入 の減 少 の も とで経 常収 支赤 字 が 拡 大 し,そ の補 填

の た め の対 外 借 入 の 増 大 に よ って対 外 債 務 が累 積 し,そ の 返 済 を実 施 す る た め

に 石 油 依 存 経 済 を脱 却 して輸 出指 向工 業化 を推 進 す る こ とが 必 要 に な った。 そ

して,1986年 の石 油 価 格 の急 落 に よ って こ.の傾 向 は い っ そ う加 速 され た。 輸 出
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指 向工 業 化 は 国 際 競 争 力 の あ る産 業 分 野 へ の投 資 を拡 大 した が,他 方 で はそ れ

ま で の 輸 入 代 替 工 業 化 として 推 進 され て きた 自動 車 国 産 化 政 策 が 困 難 に直 面 す

る とい う問 題 を引 き起 こ して い る。

こ うした 中 で イ ン ドネ シ ア に お け る 自動 車生 産 にお い て圧 倒 的 シ ェア を持.つ

日本 自動 車 資 本 は,国 産 化 政 策 と輸 出促 進 政 策 との狭 間 で,独 自の 企 業 内国 際

分 業 を展 開 しっ っ あ る。 しか し,日 本 自動 車資 本 に よ る国 際 分 業 の 展 開 は,国

産 化 の 促 進 に よ る 自動 車 産 業 育 成 との対 立 を生 み 出 して い る。

本 稿 の 課 題 は,イ ン ドネ シア の 自動 車 国産 化 政 策 とそ の 中 で の 日本 自動 車 資

本 の 行 動 を分 析 し,外 国 資 本 に依 存 した 国際 化 政 策 が 持 つ 矛 盾 を解 明す る こ と

で あ る。

1自 動車国産化政策の特徴

イ ン ドネ シ ア にお い て は完 成 車 の輸 入 が 原 則 的 に禁 止 され て お り,同 国 で 自

動 車 販 売 をす るに はKD方 式 を採 用 せ ざ る を得 な くな った 】)。そ して,1976年

には 商 用 車 を対 象 と した 国産 化 政 策 が 採 用 され た 。 これ は 商 用 車 に 関 して 国 産

部 品 の 使 用 を義 務 づ け る もの で あ り,ユ977年 に開 始 され た 。 国 産 化 政策 は商 用

車 に限 定 され た た め,乗 用 車生 産 で は,CKD部 品 の 輸 入 を行 う こ とが 可能 で

あ るが,100%の 輸 入 関 税 の は か に20%の 奢 侈 税,さ らに10/の 付 加価 値 税 が

加 わ る た め に極 め て高 価 な もの とな る。 こ う した 状 況 を反 映 して後 に み る よ う

に,イ ン ドネ シア で は 自動 車需 要 に お け る商 用 車 の割 合 が 約80%を 占 め て お り,

ここ で の 国産 化 が 自動 車 国産 化 政 策 の中 心 的 な問 題 とな って い る。

ASEAN諸 国 は それ ぞ れ 独 自の 自動 車国 産 化 政 策 を推 進 して い る。 タ イで

は 政 府 が車 両 の全 部 品 に対 して 国 産 化 率 の ポ イ ン トを あ らか じめ賦 与 し,各 メ

ー カ ー が この リス トの なか か ら任 意 の部 品 を 国産 化 し,合 計 が所 定 の 国 産化 率

を ク リア ーす る よ うに 求 め られ る こ とに な って い る。 こ う した 得 点 方式 に対 し

1)KD(KnockDown)生 産にはボル ト,ナ ット類で組み付け可能な程度:に分解された部品を輸

入して組み立てるSKD(SemiKnockDown)と,部 品単位で完全分解 された部品を現地で溶

接 ・塗装 ・艤装を行うCKD(CompleteKnockDown)の2形 態がある。
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て イ ン ドネ シ アや マ レ ー シ ア な どで は,政 府 に よ る個 別 品 目 ご と に国 産 部 品 使

用 を義 務 づ け る品 目指 定 方 式 を採 用 して い る。 得 点 が 式 の場 合 は,部 品 メ ー カ

ーの 競 争 の なか で 自動 車 産 業 全 体 の段 階 的発 展 を狙 い と して お り,短 期 間 で の

国産 化率 向上 を実 現 す る こ とは難 しい。 しか し,各 メ ー カ ーは 規 制 の 範 囲 内 で

国産 化対 象 品 目の 自 由選 択 が 可 能 とな り,そ れ ぞ れ が 得 意 とす る品 目を中 心 と

して 国 産 化 を進 め る こ とが 可 能 で あ り,部 品 メ ー カ ー も競 争 状 態 にお か れ るた

め,コ ス トや 品 質 に関 して もレ ベ ル ア ヅプ が 可 能 とな る.一 方.品 目指 定 方 式

は各 品 目 ご と に国 産 部 品 の使 用 を義 務 づ け るた め,強 制 力 が 働 き,短 期 間 に 国

産 化 率 を上 げ る こ とが 可 能 とな る が,市 場 規 模 や 部 品 工 業 の レベ ル を無 視 した

もの と な る傾 向 が 強 くな り、 コス トア ップ とな り,品 質 の 確 保 も困 難iとな る と

い う問 題 が 指 摘 され て い る2>。

イ ン ドネ シ ア に お け る商 用 車 の 国産 化 政 策 は,1976年 に8月2日 付 工 業 大 臣

令307号 「商 用 車 組 立 にお け る国産 部 品使 用 義 務 に 関 す る規 定」 が 出 さ れ,

1977年 か ら実 施 され た。 当初 の 計 画 は1984年 に完 全 国 産 化 を 目標 に した もの で

あ っ たが,こ の 国産 化 計 画 は 間 もな く延 期 され,1979年 に は,9月6日 付 工 業

大 臣令168号 「商 用 車組 立 に お け る国 産 部 品 使 用 義 務 に関 す る規 定 に つ い て の

76年=[業 大 臣 令307号 の 再適 用 の 確 認 」 で さ らに1986年 に再 延 期 され た 。

改 定 され た 国 産 化 計 画 は 商 用 車 を積 載 量 等 に よ り次 の5っ の カ テ ゴ リー に分

類 して い る。

カテ ゴ リー10.75-1ト ン■

カテ ゴ リー ■2～2.5ト ソ

カテ ゴ リー1∬3.5～5ト ン

カ テ ゴ リーIV多 目的 車(ジ ー プ)

カテ ゴ リーV簡 易 自動 車

そ して 表1の よ うに,各 カ テ ゴ リー につ い て 国 産 部 品 使 用 義 務 につ い て の 国

2)八 幡成美,本 野順 子共著r日 系 進 出企業 と現地企業 との企業 間分 業構 造 と技術移転一 タイの 自

動車産 業を事例 として一』 アジア経済研究所,ユ988年,27ペ ー ジ。
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表1商 用 車 組 立 に お け る国 産 化 ス ケ ジ ュ ー ル(1979年)

国産化開始
時 期

1878年1月

ユ979年1月

1980年1月

1984年1月

1984年4月

1984年7月

1984年9月

1985年1月

1985年7月

対 象 品 目 と対 象 カ テ ゴ リー

デ コ レ ー シ ョ ン(1,π,皿),バ ス ・ボ デ ィ(1,H,皿)

オ イル/エ ア フ ィル タ ー(1,H,皿),プ ラ グ(1.■,皿)

タ イ ヤ,ペ イ ン ト,バ ッ テ リー,シ ョ ッ ク ・ ア ブ ソ ー バ ー 板 バ ネ,
マ フ ラ ー,テ イ ル ・バ イ ブ,シ ー ト,シ安 全 ガ ラ ス,ラ ジ エ ー タ ー,

一 ト ・フ レ ー ム

ムリル
ム

一

一

イ

レ

ホ

フ

リ ャ ・ボ デ ィ,燃 料 タ ン ク,キ ャ ビ ン,シ ャ ー シ ・

ボ デ ィ/シ ャ ー シ 用 ゴ ム 製 品,ラ ジ エ ー タ ー ・ホ ー ス,エ ア'疏 り 一

ナ ー ・ホ ー ス,エ ア ・フ ィ ル タ ー ・ホ ー ス,ボ ン ネ ッ ト ・ ケ 一 天 ル,

ス ロ ッ トル/ア ク セ ル'ケ ー ブ ル,ハ ン ド ・ス 戸 ッ トル ・ ケ ー フ ル,

ク ラ ッ チ ・ケ ー ブ ル,ヘ ッ ド ・ラ イ ニ ン グ/ル ー フ ・イ ン シ 邑 レ 一 夕
ー

,ド ア ・ ト リ ム,サ ン ・バ イ ザ ー,床 マ ッ ト,ラ ベ ル/ス ブ ・ カ ー

俘=⇔を冷 却敬無硫 導 溢怨磁 窒噛
き ハ ン ドル(1,■,IV,V)ベ ゼ ル/カ バ ー ・ ド ア(1,■,IV,

V)

ブ レー キ ・ ドラ ム,ア クセ ル/プ ロペ ラ シ ャ フ ト(1,V)

鋸徴 丘1借ノ罪 麗;笑窃 糖灘 魏
ネ ー シ ョン ・ラ ンプ 用 レ ン ズ(1,V)

↑
エ ン ジ ン(ガ ソ リン/デ ィーゼ ル),

皿,]v)

1986年1月

車 軸/プPベ ラ シ ャ フ ト(II,

ブ レ ー キ ・ シ ス テ ム

ト ラ ン ス ミ ッ シ ョ ン,ス テ ア リ ン グ ・ シ ス テ ム,ク ラ ッ チ ・シ ス テ ム

(出所)中 小企業 金融公庫調 査部編r躍 進す るアセ アンの 産業 と金融』東洋 経済 新報社1989

年,よ り作成。

産 化 ス ケ ジ ュー ルが 細 か く指 定 され たQこ の うち1978年1月 か ら1984年1月 ま

で の対 象 品 目は,外 装部 品 お よび 車体 関 連 で あ り,と れ らの部 品 は組 立 メ ー カ

ー が 内鍵 化 蔚中 心 に ス ケ ジ ュ ール どお りに達 成 した。 しか し,1985年 以 降 の 国

産 化 部 品 は機 構 部 品 な ど高 度 な技 術 水 準 を要 求 され る もの で あ り,完 全 国 産 化

は再 度 延 期 され た 。

以上 の部 品 国 産 化 と並 行 して,1983年9月28日 付 工 業 大 臣 令371号 「商 用 車
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国産化
期限

1986年

12月

1987年

6月

1987年

8月

1987年

9月

1987年
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1
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ル ・キ ャ リ ア ・キ

ャ ッ プ(1)チ ュ ー

ブ ・ ヨ ー ク(1),

ス リ ー ブ ・ヨ ー ク

(1),フ ラ ン ジ ・

1ヨ ー ク(1)

ガ ス ケ ッ ト(A),

ホ イ ー ル(1,H,

IV),シ リ ン ダ ー ・
ヘ ッ ド(1)カ ム ・

シ ャ フ ト ・ホ ル ダ
ー(1)エ ソ ジ ソ ・

ブ ラ ケ ッ ト(1)ピ

ピ ス ト ンス ト ソ,

・ ピ ン(1,w),

タ イ ミ ン グ ・チ ェ
ー ン(1)
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1速 ス ピ ー ド ・ギ

ア(1)2速 ス ピ ー

ド ・ギ ア1-z速

シ ン ク ロ ナ イ ザ ー
・ハ ブ(1) ,1-

2速 シ ン ク μ ナ イ

ザ ー ・ス リ ー ブ

(1),メ イ ン ・シ

ャ フ ト(1),3速
ス ピ ー ド ・ギ ヤ,

3-4速 シ ン ク ロ

ナ イ ザ ー ・ハ ブ

(1),3-4速 シ

ン ク ロ ナ イ ザ ー ・

入 りー ゾ(1),カ

ウ ン タ ー ・ギ ア

(1),イ ン プ ッ ト
・ シ ャ フ ト ・ギ ア

(1),シ ン ク ロ ナ

イ ザ ー ・ り γ グ

(1,皿)

(注)括 弧 内の数 字は カテ ゴ リーを,Aは すべてのカテ ゴ リーを,Dは デボ..ピ ルを表 す。

(出所)P.T.MITSUBISIKRAMAYUD日AMOTORS&MANUFACTURINGの 社内資料 よ り作成。
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組 立 に お け る国 産 部 品 使 用 規 定 」 に よ って エ ン ジ ン を中 心 とした 第 二 次 国産 化

計 画 が 策定 され た 。 対 象 品 目は エ ンジ ン,ト ラ ンス ミ ッシ ョン ・シ ス ァ ム,フ

レ ーキ ・シ ス テ ム,リ ア ア クセ ル,プ ロペ ラ シ ャ フ ト,ク ラ ッチ,ス テ ア リン

グ等 で あ る。 これ らの部 品 の 国 産化 計 画 は 表2の とお りで あ り,1990年 に完 全

国 産 化 を実 現 す る計 画 とな って い る。

以 上 の よ うに,イ ン ドネ シ ア にお け る 自動 車 国産 化 政 筆 は,品 目指 定 方 式 に

よ って 国 産 化 率 向 上 の 計 画 を策 定 した の で あ るが,そ の 実施 に 際 して は,政 策

的 な 強制 力 を もって して も当初 か ら計 画 どお り実 現 す る こ とが 困難 で あ った 。

国 内 資 本 に部 品 産 業 を育 成 す る技 術 水 準 が な い も とで は.こ れ らの 国産 化 は 外

国 資 本 に よっ て実 現 され ざ るを 得 な い が,イ ン ドネ シ ア に お け る品 目指 定 方 式

で は,部 品 ご とに ライ セ ンス を 供 与 され た企 業 の みが 現 地 生 産 を許 可 され るた

め,企 業 間 の競 争 が不 活 発 とな り,品 質 を維 持 す る こ とや コス トの 削減 が 困 難

とな り,そ れ が部 品 国 産 化 を妨 げ る要 因 と.もな って い るの で あ る。

H自 動車販売市場における日本車の位置

ASEAN諸 国 に お け る 自動 車市 場 は,所 得 水 準 が低.いた め購 買 力 が 欠 如 し

てお り.ま た輸 入 代替 工 業 化 に よ る国 産 化 政 策 の推 進 に よ って 自動 車 販 売 価 格

が一 般 的 に高 価 格 と な り,自 動 車 普 及 台数 は依 然 と して 限 られ た もの で あ る。

とは い え,表3に み る よ うに,ASEAN諸 国 の な か で は イ ン ドネ シ アは 自動

車保 有 台 数 にお い て 最 大 で あ る。 しか し,自 動 車1台 当 た り人 口をみ るな らば.

表3ASEAN各 国の 自動 車保.有台数(1987年 末,台)

国 名 乗 用 車 商 用 車 合 計
自動車1台 当た
り人 口(人)

イ ン ドネ シア 965,245 ユ,040,265 2,005,510 81.5

マ レ ー シ ア 1,125,000 325,000 1,450,000 11.1

フ ィ リ ピ ン 350,000 525,000 875,000 62.0

シ ンガ ポ ー ル 250,000 145,000 395,000 6.5

タ イ 525,000 755,000 1,250,000 41.0

(出 所)日 産 自動 車株 式会社r自 動 車産業ハ ン ドブ ック』1989年 版 よ り作成。
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(出所)表2に 同じ。

1987年 末 で シ ン ガ ポ ー ル6.5人,マ レ ー シ ア11.0人,タ イ41.0人.フ ィ リ ピ ン

62.0人 で あ るの に 対 して イ ン ドネ シ ア は81.5人 とな って お り,自 動 車 普 及 状 況

はASEAN諸 国 の な か で最 低 で あ る。 これ は,イ ン ドネ シア の一 人 当 た り国

民 所 得 がASEAN諸 嗣 σ～中 で最:低で あ る こ とを反 映 して い る の で あ るが,そ

れ で も,年 間 自動 車即 売 台 数 は1989年 こそ タ イ を下 回 った がASEAN第 二 の

市 場 規 模 で あ り,エ 億7000万 人 の 人 口を抱 え る イ ン ドネ シ アの潜 在 的市 場 規模

は 最 大 で あ る。

図1に よ って イ ン ドネ シ アの 車 種 別 自動 車 販 売 台数 の推 移 を見 て み る と,70

年 代 に急 速 に 販 売 台 数 が 拡 大 し,1981'に207,804台 を記 録 した が,そ の 後 国

内 の 景 気後 退 を反 映 して 商 用 車 需 要 が低 下 した こ とが わ か る。82年 以 降 は15～

16万 台 前 後 で 推i移 して お り,1989年 に お い て も約178,000台 と最 高 水 準 を 回 復

して い な い 。 また,イ ン ドネ シ ア の 自動 車市 場 は,商 用 車 が全 体 の80%以 上 を

占 め て い る。 そ して こ の商 用 車 に お い て 国 産 化 政 策 が 展 開 され て い るの で あ る

が,国 内 に部 品 国 産 化 を推 進 し う る技 術 力 を もった 企 業 が 存 在.しな い た め に,.
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この 国 産 化 は 日本企 業 を は じめ と して す べ て外 国 資 本 との 合 弁 あ る い は技 術提

携 に よ って推 進 され てい るの で あ る。

日本 の組 立 メ ー カ ーは,ト ヨタ,ダ イ ハ ツ 自動 車 工 業,鈴 木 自動 車,三 菱 自

動 車工 業,本 田技 研 工 業,マ ツ ダ,日 産 自動 車.日 産 デ ィ ーゼ ル.日 野 自動 車,

い す 父 自動 車 が 現 地 組 立 生 産 を行 って い る。 そ の他 の 外 国 資 本 は メ ル セ デ ス ・

ベ ン ツ,BMW,VOLVOな どで合 わ せ て20社 が15万 台 市 場 で競 合 して い る

状 態 で あ る。 こ の中 で,日 本 メ ー カ ーの 占め る割 合 は 約90%で あ り.ト ヨ タ,

ダ イハ ツ 自動 車 工 業,鈴 木 自動 車,三 菱 自動 車 工 業 の4社 の み で約80%を 占 め

て い る。

これ らの 外国 資 本 は,現 地 で の 組 立 生 産 につ い て は資 本 参 加 す る こ とが 許 さ

れ てお らず,ユ969年 に政 府 に よ って2工社 に制 限 され た100%現 地 資 本 の ア ッセ

ソブ ラ ーに よ って担 われ て い る。 だ が,部 品生 産 に つ い て は 現 地 資 本 の 技 術 力

の 低 さ か ら外 国 資本 との 合 弁 形 態 を と らざ る を得 な くな って い る。 そ して こ う

した現 地組 み立 て や 部 品 生 産 に は 巨大 な資 本 を 必要 とす るた め,現 地 で の資 本

参 加 は 巨大 資本 に よ って 系 列 化 され る傾 向 に あ る。 イ ン ドネ シ ア最 大 の企 業 グ

図2企 業別 自動車販売台数 の推 移(単 位=台)
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(出所)表2に 同じ。
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ル ー プで あ るサ リム グル ー プ に は,鈴 木 自動 車,マ ツ ダ,日 野 自動 車,日 産 自

動 車 の 他 に,VOLVOが 含 まれ て い る。 他 方 イ ン ドネ シア で コ ン グ ロマ リ ッ ト

を形 成 して い る アス トラ グル ー プ に は,ト ヨ タ,グ イ ハ ソ 自動 車 工 業,BMW,

プ ジ ョー,ワ イア ッ トが 含 まれ て い るQそ して三 菱 自動 車工 業,本 田技 研 工 業,

いす 父 自動 車,メ ル セ デ ス ・ベ ンツ な どは 他 の グル ー プに属 して い る8)。

各 外 国資 本 は この よ うに 現 地 資 本 との 関 係 で系 列 化 され て は い るが,そ の 中

で熾 烈 な シ ェア 争 い を展 開 して い る。 図2に よっ て 自動 車 市 場 で80忽 以上 を 占

め て い る 日本 メ ー カ ー4社 の 状 況 をみ る と,三 菱 自動 車 は1983年 ま で 一貫 して

bプ シ ェア を維 持 して い た が,1981年 の35.4%を 最 高 に そ の シ ェ アを低 下 さ

せ,1984年 に は ダ イ ハ ツ 自動 車 が ト ップ とな った 。 しか し,そ の ダ イ ハ ツ 自動

車 も1986年 に は鈴 木 自動 車 に ト ップ を奪 わ れ た 。 さ ら に,1987年 に は トヨタ が

多 目的 車 「キ ジ ャ ン」 の モ デ ル チ ェ ン ジ をお こ ない 急 速 に シ ェア を拡 大 して前

年 第3位 か ら第1位 に お ど りで た。 三 菱 自動 車 が シ ェ ア を低 下 させ た背 景 は,

70年 代 後半 か ら80年 代 は じめ にか け て の急 速 な経 済 成 長 を反 映 した 中 ・大 型 ト

ラ ッ ク需 要 が82年 以 降 の 経済 成 長 率 の低 下 の も とで縮 小 し,中 ・大 型 トラ ッ ク

需 要 の 中心 を担 って い た 三菱 自動 車 が 新 た な小 型 商 用 車 の需 要 に対 応 で き なか

っ たた め で あ る と考 え られ る。80年 代 後 半 の シ ェア争 い は この 小型 商 用 車 を中

心 に して展 開 され た の で あ る。特 に この 市 場 は 乗 用車 が高 率 の税 金 に よ って 一

般 には 入 手 困難 とな って い るた め に,組 立 て られ た商 用 車 を現 地 の架 装 メ ー カ

ーが 加 工 して販 売 す る ミヨバ ス が 乗 用 車 の 代 替 と して利 用 され て い る
。 そ して

この 市場 を め ぐって の競 争 に よ って 目ま ぐる し く各 メ ー カ ー の シ ェア が入 れ 替

わ る とい う特 徴 を もって い る。

この よ うに.熾 烈 な競 争 を展 開 して い る外 国 自動 車資 本 の 中 で,日 本 自動 車

資 本 は圧 倒 的 シ ェア を維 持 してお り,イ ン ドネ シア の 自動 車 産業 を検 討 す る た

3)イ ン ドネ シ アに お け る企 業 グル ー プ の形 成 に ら い て は,RichardRobison,INI〕ONESIA=

TheRaiseofCapital,Allen&U皿wiaLtd.,1986,(木 村 宏 恒訳 『イ ン ドネ シア ー 政 治 経 済 体

制 の 分 析 一 』三 一 書 房,1987年)を 参 照 。
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め に は こ の 日本 自動 車資 本 の進 出 状 況 を分 析 しな けれ ば な らな い。

III部 品国産化にともなう日本自動車資本の進出

政 府 の 国産 化政 策 に 対応 した 日本 自動 車 資 本 の 部 品 生 産 の状 況 は 次 の よ うで

あ る 。1977年 以降 の部 品 国 産 化 は 現 地 資 本 の 技 術 水 準 の低 さの た め,外 国資 本

との合 弁 形 態 や技 術提 携 に よ って 進 め られ て きた 。 日本 自動 車 資本 は この部 品

国産 化計 画 に も とづ い て 内 製 化 をす す め る と と もに,日 本 の部 品 メ ー カ ー も国

産 化 に対 応 す べ く現 地 生 産 のた めの 進 出 を行 って い る。

自動 車 資本 に よ る部 品生 産 で は,プ レス部 品 な どの 内製 化 を進 め る と と もに,

1987年 か らの エ ン ジ ン国 産 化 に対 応 して エ ン ジ ン工 場 の建 設 が 進 め られ た 。 表

4の よ うに トヨタ,三 菱 自動 車,ダ イハ ツ,鈴 木 自動 車,い す ゴ自動 車,日 野

自動 車,本 田 技 研 の 日本企 業7社 が エ ンジ ン工 場 を設 立 し生 産 を行 っ て お り,

表4.日 本組立 メーカー との合弁企 業

日本側
企業 名

現地投資企業名 事 業 内 容 日本側出資比率

零評 　 　 　 デ ィー ゼ ル エ ン ジ ン25%,伊 藤 忠8%
トー メ ン8%コ ンボ ネ ソ ト製 造

P.T.SuzukiIndonesiaプ レ ス 部 品鈴 木

P.T.SuzukiEngineIndustryエ ン.ジ ン自 動 車

55%
51%

ダ ィ ハ ッP.T.DaihatsuIndonesia.
P.T.DaihatsuEngine

ManufacturingIndonesia

プ レス 部 品
工 ソ ジ ソ

20%,ニ チ メ ン10%
30%,ニ チ メ ン10%

11

ト ヨ タ P.T.Toyo亡a-Mobilindo

P.T.ToyotaEngineIndonesia
車 体,シ ー ト
エ ン ジ ン

56.7%

5ユ%

日 野P.T.HinoIndonesia

自 動 車Manufacturing

デ ィ ーービル ェ ン ジ ソ,
キ ャ ブ/フ レー ムの

プ レス 部 品

30%,住 友商事30%

本 田 技 研P,T.ImoraHondalnc.
P.T.HondaProspectEngine

Manufacturing

部 品,汎 用 製 品
工 ソ ジ ソ

45%,兼 松15駕
'55%

,兼 松15%

P.T.MitsubisiKramaYudha.三 菱

Motors&Manufacturing自 動 車

プ レス部 品,エ ン ジ ン20%

(出所)東 洋経済新報社 『海外進 出企 業総 覧』1990年 版,よ り作成。
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日本 以 外 の 外 国 資 本 は メ ル セ デ ス ・ペ ソ ツの み で あ る極)。この よ うに,エ ン ジ

ン国 産 化 に対 応 した エ ンジ ン工 場 の設 立 は,す べ て 外 国 資 本 とQ合 弁 に よ って

担 わ れ て い る演,年 間20万 台 に も達 しな い 市 場 で は,国 内市 場 の み を対 象 と し

た 生 産 で はCKD生 産 は可 能 で もす べ て の 部 品 を国 産 化 す る こ とは 困難 とい わ

な けれ ば な らな い 。

そ の他 の部 品生 産 に お い て は,自 動 車 部 品 国産 化 に と も な って部 品 工 業 が 形

表5現 地生 産 している 日本 の部 品関連企 業 と生 産品 目

日 本 企 業 名

ルナヨシ

ム

ナ

テ

一

装

ス
.

グ

ー

タ

電

シ

ソ

コ

子

ピ

ム

業

ソ

業

所

友

所

条

機

・

装

地

業

リ

ソ

池

池

ソ

書

籍
灘
隷

耀
熱

麗
・

目

口

日

日

プ

古

湯

リ

ア

旭

井

井

カ

サ

三

昭

住

大

中

帝

日

製 造 品 目

自動 車 内装 品,シ ー ト等

自動 車 用 安 全 ガ ラス

自動 車 部 品

タ イ ヤ

シ ョッ ク ・ア ブ ソーバ ー

カ ーエ ア コ ン

自動 車 部 品

シ ョ ッ ク ・ア ブ ソー バ ー

ワイ ヤ ー ・八 一 ネ ス

商 用 軍 用 クラ ッチ

板 バ ネ

自動 車 部 品

自動 車 用 ケ ー ブ ル,ス ピ ー ドメ ー タ ー

ラジ エ ー タ ー,カ ー エ ア コ ン,フ ィル タ ー,プ
ス タ 一 夕 一等ラ グ,オ ル 歩 一 ネ 一 夕 ー,

バ ッテ リー

プ ラ グ

ピス トン リン グ等

タイ ヤ,チ ュ ー ブ

バ ッ テ リー

バ ッ テ リー

自動 車 用 鋳 物,ピ ス トン リン グ

(出所)表5お よび新聞 報道。

4)マ ツダも乗用車用 ニ ンジンを製 造する合弁 会社 マツダ ・イ ンドネ シア ・.マニュファクチ ャ リソ

グを設立 し,1990年 夏 か ら生 産を始める予定で ある。 出資比率 はマ ツダ55%,住 友商事15%.イ

ン ド ・モー ビル ・グループ30%と なっている(r日 本経 済新聞』1989年7月21日)。
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成 され て きた が,依 然 と して そ の水 準 は低 い 。 自動 車 の一 次 下 請 け メ ー カ ー は

約40社 が 操 業 中 で,こ れ らは 日本 企 業 との合 弁 あ るい は技 術 提 携 先 がほ とん ど

で あ る とい わ れ て い る5,。 表5を み る と,部 品 関 連 の 日本企 業 は21社 進 出 して

お り,主 要 な車 体 関 連 部 品 が これ ら 日本 企 業 との 合 弁 に よ って まか なわ れ て い

る こ とが わ か る。 ま た,機 構 関連 の部 品 につ い て み る と,た とえば 三 菱 自動 車

にお い ては プ レス,エ ンジ ンは三 菱 自動 車 と の合 弁 企 業 で あ るMKMに よ って

内製 され て お り.フ レ ー ム ・シ ャ ー シは 三 菱 自動 車 と技 術 提 携 したGKDが,

ア クセ ル,プ ロペ ラ シ ャ フ トも同 じ く三 菱 自動 車 と技 術 提 携 したIGPが.ト

ラン ス ミッシ ョンは トヨタ と技 術 提 携 したWEPが,ブ レ ーキ ・シス テ ムは ア

ケ ボ ノ ブ レー キ と技 術 提 携 したTDWが,ク ラ ッチ ・シス テ ムは ア イ シ ン と技

術 提 携 したDSPが そ れ ぞ れ 提 供 してい る6)。

この よ うに,イ ン ドネ シ アの 自動 車 国 産 化 政 策 は そ の大 部 分 が 日本 自動 車 資

本 お よび 日本 部 品 メ ー カ ー に よ る合 弁 や 技 術 提 携 に よ って 担 わ れ て い る こ とが

わ か る。 自動 車 産 業 の 育成 を とお した技 術 移 転 とい う点 か らみ て も,こ れ ら 日

本 の 自動 車 関 連 資 本 に よ る技 術 移 転 は大 きな 役割 をは た して い る と い え よ う。

だ が,こ れ ら 日本企 業 は国 産 化 政 策 に対 応 した現 地生 産 にお い て 必 ず し も最 先

端 の技 術 を移転 してい るわ け で は な い。 進 出企 業 は 現 地 の 低 賃 金 労 働 力 を利 用

す る こ と に よ って コス トの 削減 を図 って お り,す で に 日本 では 利 用 され て い な

い 旧 技 術 に よ って 生 産 され て い る部 品 が 多 くあ る。 また.エ ン ジ ンな どの高 度

な技 術 が 必 要 な部 品 の 国産 化 で は,す べ て の 部 品 を現 地 で調 達 す る の で は な く,

CKD部 品 の 輸 入 と現 地 組 立 に と どま って い るの が 現 状 で あ る。

これ らの部 品 生 産 は,国 産 化 計画 に よ る ラ イセ ン ス の供 与 に よ って の み可 能

と な る.そ の た め,個 別 品 目 ご とに ライ セ ンス を獲 得 しな けれ ば 国産 化 に対 応

した 生 産 が で きな い こ とに な り,そ れ ぞ れ の 部 品 生 産 と最 終 組 立 ま で の工 程 が

5)中 小企業 金融公庫調査部編 『電気 ・電 子,自 動車産 業の開発 戦略を探る 躍進す るアセア ンの

産 業 と金融 一 日本 ・ア セアン,水 平分業 時代 の幕 開け一』東洋 経済新報社,1989年,142ペ ージ。

6)P.T.MITSUBIS日IKRAMAYUDHAMOTORS&MANUFACTURINGの 社 内資料 に

よる。
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分 断 され る とい う状況 が存 在 し,こ れ が 生 産 の非 効 率 の要 因 と もな って い る。

組 み 立 て ばす べ て 現地 資本 で な け れ ば な らず,ま た部 品工 場 と組 立 工:場は別 会

社 と しな けれ ば な らな い た めに 部 品 か ら組 み 立 て ま で の一 貫生 産 を 行 うこ とが

困難 な の で あ る。 た だ,一 貫 工 場 の 建 設 につ い て は,ケ ー ス ・バ イ ・ケ ース で

.許可 され る よ うに な って き てい る。 現 在 で は トヨ タが 一貫 生 産 を行 一フて お り,

鈴木 自動 車 が 部 品 か ら組 み 立 て ま で の一 貫工 場 を 建設 中 で あ る。 政 府 と して は

雇 用 を促 進 し なけ れ ば な らな い が、 他方 で は そ れ が生 産 性 を犠 牲 にす る こ とに

な っ てお り,生 産 性 の 向上 と輸 出産 業 と して の 育 成 の た め に今 後 は 一 貫 生 産 体

制 の 確 立 の方 向が い っ そ う促進 され る こ とに な るだ ろ う。

以 上 で みた よ うに,組 立 生 産 は 外 資 の 参 入 が 認 め られ て お らず,す べ て現 地

資 本 に よ って行 わ れ て い る の で あ るが,こ れ とは 別 に独 自の産 業 と して 形成 さ

れ て い る の が 架装 メー カー(カ ロセ リー)で あ る。 組 立生 産が 外 国 自動 車資 本

との提 携 関係 の も とに あ るの に 対 して,こ の 架 装 メー カ ーは,外 国 資 本 と の直

接 的 な 関 係 を も って い ない 独 自 の産 業 と して形 成 され て い る。 この よ うな産 業

が成 立す るの は,イ ン ドネ シ ア にお い て は免 税 の 対象 と して生 産 され る の は商

用 車 に 限 定 され て い るた め,ワ ゴ ンタ イ プの ミニバ ス を ア ッセ ン ブ リー ・メ ー

カー が生 産 で き な いた め に,い った ん商 用 車 と して組 み 立 て られ た もの を架 装

メー カ ー に販 売 し,そ こで ミニバ ス に袈 裟 され て 乗 用 車 の代 用 と して利 用 され

るの であ る。 この 架 装 メ ー カ ーの規 模 は,数 百名 を抱 え る工 場 か ら2～3名 の

コテ ー ジ ・イ ン ダ ス トリー ま で様 々で あ り,こ れ らす べ て を あ わ せ る と 約500

の架 装 メ ー カ ーが 存 在 す る とい わ れ て い る。 こ う した企 業 の技 術 水準 は きわ.め

て低 く,ほ とん ど手工 業 的 に行 わ れ て い る。 た とえ ぼ,鈴 木 自動 車 の 架 装 を行

って い るAlexanderHouseは 約600名 を雇 用 して い るが,一 日の 生 産 台 数 は

9台 にす ぎ ない7,。 この よ うに効 率 的 な 自動 車生 産 とい う点 か らみ る な らば.

きわ め て 非効 率 的 な生 産体 制 とい え る が,巨 大 な 人 口 を抱 え る イ ン ドネ シ ア に

お い て は,こ の よ うな産 業 を育 成 す る こ とが 外 国 資 本 に依 存 し な い民 族 資 本 の

7)こ の点は現地袈 裟 メーカー での聞 き取 り調査 によ っている。
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育 成 と,雇 用 促進 政策 を展 開 す る うえ で重 要 な意 味 を持 って い るの で あ る。

IV自 動車需要の低迷 と輸 出促進政策

イ ン ドネ シア に お け る 自動 車 国 産 化 政 策 は,当 初 の計 画 か ら数 度 に わ た って

延 期 され,1989年 末 の段 階 で 商 用 車 の 国 産 化 率 は60数%で あ る とい わ れ て お り,

全 部 品 の 国産 化 を1990年 内 に達 成 す る とい う計 画 も現 状 で は実 現 困 難 であ る。

この第 一 の要 因 は前 述 した よ うに,国 内 の低 い技 術 水 準 と部 品 産 業 の 未 発 達 の

も とで,計 画 どお りの部 品 国 産 化 を進 め る企 業 を十 分 に育 成 しえ なか った とい

うこ とで あ る。 そ して 第二 に は.こ の 国 産 化 計 画 自体 が1985年 に 自動 車需 要 が

35万 台 とな る こ とを予 想 して 立 て られ た もの で あ っ た に もか か わ らず,1982年

以 降1989年 ま で年 間 の需 要 は20万 台 以 下 に低 迷 して い る とい うこ とで あ る。

本 節 で は こ う した 自動 車 需 要 低 迷 の も とで,イ ン ドネ シア政 府 に よ る輸 出促

進 政 策 と国 産 化政 策 の 問 の 矛 盾 を 明 らか にす る こ とが課 題 で あ る。

表6イ ン ドネシアの 国際収 支 (単 位=100万 ドル)

1982/83 1983/84 1984/85 ユ985/86 1986/87 1987/88
,

経常収支 一7
.039

一4
,151

一1 、968 一1 ,832 一4 ,051
一1■07

貿易収支 176 3,512 5,474 6,060 2,246 5,391

輸 出(f.・.b) 18,672 19,816. 19,901 18,612 13,697 18,343

石 油 ・ガ ス 14,744 14,449 13,994 12,437 6,966 8,841

非石油ガ ス 3,928 5,367 5,907 6,ユ75 6,731 9,502

輸 入(f.o.b)
一18

,496
一16

,304
一14

,427 一 12,552
一11

,451
一12

,952

サ ー ビス 収 支. 一7,215 一7
,663

一7
,442

一7
,892

一6
,297

一7 ,098

資木収支 5,880 5,974 2,726 2,360 4,575 3,235

公的資本収支 4,085 4,783 2,227 1,788 3,343 1,526

公的資本流入 5,011 5,793 3,519 3,432 5,472 4,575

公的債務返済 一926 一 ユ
,010

一1 ,292 一.1 .644
一2ユ29 一3

,049

民間資本収支 1,795 1,191 499 572 1,232 1,709

誤差脱漏 一2
,121 247 一91 一498 一1

,262
一3

,133

総合収支 一3
,280 2,070 667 30 一738 一1

,585

(出 所)HankIndonesia各 年 次 報 告 よ り作 成 。



インドネシアの自動車国産化政策 と日本自動車資本(341)77

表6は イ ン ドネ シ アの 国 際 収 支 の推 移 を示 した もの で あ る。 それ に よ る と,

1982年 の 石 油 価 格 の低 迷 の も と で 石 油 関連 収 入 が 減 少 し,貿 易 黒 字 は1億

7,600万 ドル とな り,70億 ドル を越 え る経 常 収 支 赤 字 を生 み 出 した こ とが わ か

る。 そ して そ の赤 字 を フ ァイ ナ ンス す るた め に対 外 援 助 の 増 大 に依 存 す る こ と

に な り,そ れ 以 降 も恒 常 的 に援 助 へ の依 存 度 を高 め る こと に な った 。 そ の結 果

対 外 債 務 返 済 額 が急 増 し,、1982年 の デ ッ ト ・サ ー ビス ・レ シオ は18.2%に 過 ぎ.

なか った が,1988年 に は43.7%に ま で上 昇 した。 つ ま り輸 出額 の半 分 近 くが 債

務 返 済 に あ て られ て い る とい う こ と で あ る。 石 油 価 格 が低 迷 して い.る状 況 の も

とで.債 務 返 済 を実 行 しつ つ,経 常 収 支 赤 字 を縮 小す るた め に は,石 油 以 外 の

商 品 の輸 出 に よ って 外 貨 収 入 を拡 大 しな けれ ば な らな い。1986年 に お け る石 油

価 格 の急 落 は,経 常 収 支 赤 字 を拡 大 し,対 外 借 入 にい っそ う依 存 させ る こと に

な った 。 した が っ て イ ン ドネ シ ア政 府 は,こ れ ま で の 石 油 収 入 に依 存 した輸 入

代 替 工 業 化 か ら国 際 競 争力 の あ る商 品生 産 を 振興 す るた め の輸 出指 向工 業 化 へ

と政 策 の 転 換 を余 儀 な くさ れ た の で あ る。表6の よ う に,1982年 に は輸 出総 額

の79.0%が 石 油 ・ガ ス の輸 出 で あ り,1985年 にお いて も66.8%を 占 め て い た が,

表7外 国 投 資 の推 移(認 可 ベ ー ス)(単 位=件,100万 ドル)

1981年

1982年

1983年.

1984年

1985年

1986年

1987年

1988年

1989年1～9月

全 世 界

件 数

新 規

37、

34

55

24

50

50

140

145

163

拡 張

7

1

6

7

1

8

3

0

7

3

2

4

3

3

3

7

7

5

総 額

9893

1,396.7

2,883.2

1,107.1

859.0

826.2

1,484.2

4,409.3

2,980.7

日 系 企 業

件 数

新 規

5

1

2

2

9

9

1

4

3

1

1

2

2

3

拡 張

1

4

4

6

2

2

3

1

3

1

1

1

1

1

1

2

2

2

総 額

302,3

598.9

548,4

112.3

127,ユ

302.0

441.6

275.7

483.7

(出所)日 本貿易振興会 『世界 と 日本の海外直接 投資』1990年 版 よ り作成。
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表8イ ン ドネ シア の輸 出動 向 (単 位100万 ドル)

輸 出 総 額(f.o.b.)

石油 ・天然 ガス

非石油 ガス産 品

農 産 物
コ ー ヒL一

エ ビ

茶

ス パ イ ス

加 工 品

木 材 製 品

合 板

製 材

その他 の木製 品

金 属 製 品

錫

ア ル ミ 地 金

ニ ッケノレ・マ ット

鉄 鋼

繊 維 製 品

衣 類

織 物

そ の 他 の 繊 維

天燃 ゴム加 エ品

飼 料

ラ タ ン 製 品

植 物 油

電気,計 測,光 学機器

加 工 食 品

セ.メ ソ ト

籐 等 綿 製 品

家 具 ・部 品

化 学 品

化 学 肥 料

1984年

21,887.8

ユ6,018.1

5,869.7

9

2

5

3

8

5

6

9

2

7

0

1

6

2

1

馴

9

0

&

3

5

5

L

a

a

乳

2

3

2

9

4

6

2

3

5

8

1

6

9

2

1

9

9

6

8

4

1

6

0

2

1

8

9

8

6

5

ユ

2

1

8

9

6

2

6

2

2

1

4

2

ー

ユ

3

8

4

0

3

9

2

5

3

8

2

3

一

a

α

5

3

&

L

z

9

4

7

7

4

3

3

6

8

6

6

6

1

9

1

1986年

14,805.0

8,276.6

6,528,4

磯

瓠

㎜
農

瀦

謡

翻

蜘
擁

㍊

癬

珊
翻

脚
撫

鷲

謂

1

4

1

1

1987年

17,135.6

8,556.0

8,579.6

59

紹

田

田

蛎

餌

a3

鵤

%

新

船

胆

59

編

50

55

冊

蜀

明

器

解

田

娼

研

闘

飢

鴨

岡

田

肝

6

3

5

1

3

6

3

5

4

3

1

5

4

ユ

9

1

9

1

9

8

7

5

3

5

0

5

4

2

7

8

6

1

2

1

6

5

3

ユ

2

6

3

7

4

1

7

ユ

2

ユ

ー

0

5

4

1

6

2

1

1
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皮 革 ・同 製 品

ガ ラス ・同製 品

紙 ・紙 製 品

そ の 他 工 業 品

金 地 金

鉱 産 物

銅 精 鉱

42.1

ユ0、3

20.6

ユ679

184.0

74.5

49.1

12.7

31.7

156.6

18.3

246.7

111.1

(343)79

73.0

30,7

95.8

445.4

274.7

243.7

170.8

(出 所)BiroPusatStatistik,EKSPORSTATISTIKPERDA(ヲ 餌GムNLひ4R

NEGERII混00朋3∫A各 年 度 版 よ り作成 。

1987年 に は48.1%に ま で そ の 比 率 を低 下 させ,非 石 油 ・ガ ス の輸 出 が 大 幅 に拡

大 した。

この よ うな輸 出指 向工 業 化 が 本 格 的 に開 始 され た の は1986年 以 降 で あ る。 輸

出 促 進 策 と して大 き な意 味 を もっ たの は,第 一 に1986年9月 の ル ピア の46%切

り下 げ で あ る。 これ に よ って イ ン ドネ シ ア産 品 の 国 際競 争 力 が急 速 に 高 ま る こ

と にな った 。 第二 に ば,輸 出 指 向 型 産 業 に対 して外 資優 遇 措 置 を と った こ とで

あ る。1986年5月6日 の 総 合 政 策 パ ッ ケー ジに よ って,生 産 物 の85%以 上 を輸

出 す る企 業 は原 材 料 の国 産 品 使 用 義 務 に 関 わ らず 自.由に 輸 入 で き る こ とに な り,

税 払 い 戻 し シ ス テ ム(PAKEM).に よ って 輸 出 企 業 は 輸 出 品 生 産 に使 用 した輸

入 品 に支 払 われ た税 金 の払 い 戻 し を受 け る こ とが で き る よ うに な った 。 ま た85

%以 上 の輸 出 を行 って い る企 業 の 場 合 は 外 資 出 資 比 率 も当初95%ま で認 め る こ

と に な った 。 さ らに87年12月24日 の総 合 政 策 パ ッケ ー ジ で は,生 産物 の65%以

上 を輸 出す る場 合 に 輸 入 自由 化 が 認 め られ る こ とに な つ だ)。 こ う した輸 出 促

進 政策 の結 果,表7の よ うに,1986年 に8億2,620万 ドル に ま でお ち こん で い

た 外 国 投 資 は1988年 には44億930万iご ル に急 拡 大 した。 しか し,非 石 油 ・ガス

部 門 の 輸 出 は依 然 と して 労 働 集 約 的 な 産業 が 中 心 で あ る。表8に よ っ て イ ン ド

8)MariPangestuandAhmadD.Habir,"TrendsandP【ospectsinP:ivatizationand

Deregulatio皿inIndonesia",ASEANECONOMICBULLETIN,VOLUME5,NUMBER3,

MARCHユ989.及 び,DjismanS.S血andjuntak,"RecentChangesinIndonesia'sPolicyon

ForeignDi【ectInvestment",THEINDONESISNQUARTERLY,VOL.ユ2.No.4,FOUR-

TH()UARTER1989.を 参 照 。
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ネ シ ア の最 近 の輸 出動 向 を み る と,1987年 に おけ る製 造 業 部 門 の輸 出 の 約70%、

が 木 材 製 品,織 物 ・ア パ レル,ゴ ム,非 鉄 金 属 と い っ た少 数 品 目か らな って お

り,工 業 製 品 と りわ け機 械 製 品 の輸 出 は ご く少 額 に と どま って い る9)。 そ して,

直 接 投 資 の拡 大 も,こ の よ うな 国 際 競 争 力 の あ る労 働 集約 的 な 低 ・中技 術 産 業

へ の投 資 が支 配 的 なの であ る107。

他 方 で こ う した輸 出 促 進 政 策 は 自動 車 産 業 にお い て ル ピア切 り下 げ に よ る輸

入 品 価 格 の上 昇 を もた ら した 。 さ ら に円 高 は この傾 向 に一 層拍 車 を か け る結 果

とな り,そ れ が部 品 国 産 化 をめ ざす 自動 車 生 産 コス トを上 昇 さ せ た 。 コス トの

上 昇 は 販売 価 格 の上 昇 を もた ら し,自 動 車 需 要 の低 迷 状態 をさ らに 長 引 か せ る.

こ とに な った の で あ る。 これ に 対 し て,イ ン ドネ シア 自動 車工 業会(GAIKIN-

DO)は1987年 に政 府 に 「国産 化 推 進 と輸 出 促 進 は 相 反 す る政 策 」 と して 政 策

の優 先 順 位 を決 め る よ う要 請 した ① 。 こ の よ うに,輸 出促 進政 策 と国 産 化 政 策

が 矛 盾 す る状 況 に あ る に もか か わ らず,政 府 の方 針 は輸 出 促進 を進 め な が ら も,.

国 産 化 計 画 は実 行 す る とい うも ので あ っ た。 政 府 は1988年 か ら国産 化政 策 に 沿

った エ γ ジ ン部 品 の現 地 生 産 に応 じ ない 企 業 に対 して,そ の部 品輸 入 に50%の

罰 則 関 税 を課 して い る。 これ は 国 産 化 の 推 進 を計 画 どお り実現 し よ う とす る政

府 の姿 勢 を示 して い るが,こ の こ とが 却 って 高 率 関税 に よ る コス トア ッ プ と な

り,販 売 価 格 が上 昇 した た め1000ccク ラス の商 用 車 の需 要 が 落 ち込 む こ と

に な り,現 地 生 産 外 国企 業 が 国 産 化 政 策 に対 応 す る こ とを ます ます 困難 に して

い る の で あ る。 こ う した状 況 を反 映 して,イ ン ドネ シ ア 自動 車 工 業 会 は,1989

年 に再 び完 全 国産 化 を め ざ した 自動 車 産 業 育 成 計 画 を見 直 す よ うに要 請 した12》。

こ の よ うに,イ ン ドネ シ ア政 府 は 自動 車 国 産 化 の強 い要 求 に も関 わ らず,経

9)ハ リ リ ・ハ デ ィ,三 平 則 夫 編 『イ ン ドネ シ ア の経 済 開発 政 策 の 展 開 』 ア ジ ア経 済 研 究 所,1989

年173～180ペ ー ジ0

10)"A皿iracleco皿eshome",FAREASTERNECONOMICREVIEW,19APRIL,1990,

P.42.

H)小 牧 利 寿 「15万 台 市 場 に20メ ー カ ーが 激 突」r国 際 経済 イ ン ドネ シア 特 集 』26巻,第2号,

1989年1月,193ペ ー ジ。

12)r日 経 産 業 新 聞 』 ユ989年2月9日 。
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常 収 支g赤 字 と債 務返 済 額 の増 大 の もと で輸 出促 進 政 策 の採 用 を余儀 な くされ

た の で あ り,こ れ が イ ン ドネ シ アの 産 業 構 造 を輸 出競 争力 に も とづ い た 国際 分

業 に組 み 込 む こ と にな り,自 動 車 産 業 と い っ た輸 入代 替 部 門 の 育成 を阻 害 す る

こ とに な った の で あ る。

V日 本自動車資本による企業内国際分業の展開

以 上 の よ う に政 府 の 国 産 化 計 画 は 予 定 どお りに 実現 す る こ とは 困 難 な 状 況 に

あ るが,イ ン ドネ シア に進 出 し てい る 日本 の各 自動 車 資本 が 自動 車 需要 低 迷 の

も とで も この 国 産 化 へ の対 応 に懸 命 な の ば.そ れ に よ って 東 南 ア ジ アで 最 大 の

潜在 需要 が あ る同 国 に 足 掛 りを維 持 して お くた め で あ る。 した が って,各 自動

車資 本 は 輸 出 振興 政 策 と国 産 化 政 策 の狭 間 で,販 売促 進 と コス ト ・ダ ウ ンの た.

め の 独 自の 政 策 を展 開 しな けれ ば な らな い の で あ る。

ASEAN諸 国 の よ うな市 場 規 模 で生 産拡 大 と コス ト ・ダ ウ ン を行 うた め に

は,特 定 部 品 を一 ヵ所 で集 中生 産 す る.か,同 一地 域 内 の 競 争企 業 と手 を組 む こ

とが 必 要 に な る。 前 者 の方 法 を典 型 的 に と って い るの は,三 菱 自動 車 の ア ジ ア

域 内 での 企 業 内国 際 分 業 の展 開 で あ る、 これ は 日本 か らエ ン ジ ン等 の主 要 部 品

を供 給 し,ト ラ ン ス ミ ッシ ョン を フ ィ リピ ンか ら,ド ア を マ レ ー シ アか ら,カ

ー ラ ジオ を シ ン ガ ポ ー ルか ら,ア ル ミシ リン ダヘ ッ ドをオ ース トラ リア か らそ

れ ぞ れ 輸 入 し1タ イ で生 産 した部 品 と合 わ せ て 完 成 車 を組 み 立 て る とい う もの

で あ る凶 。 しか し,こ の計 画 に は現 在 の と こ ろイ ン ドネ シ アは 組 み 入 れ られ て

い な い。 こ う した 企 業 内 国 際分 業 を イ ン ドネ シア も含 めて 展 開 して い るのは,

日産 自動 車 と トヨ タ で あ る 。 図3の よ う に,口 産 自動 車 は 東 南 ア ジ ア の 自動 車

生 産 拠 点 を結 ぶ部 品相 互補 完供 給体 制 を作 り,1994年 をめ どに東 南 ア ジ ア域 内

の現 地 調 達 率 を50～60%に ま で 引 き上 げ る計 画 で あ る、 具 体 的 には.タ イか ら

プレ ス用 の金 型 と 「ダ ッ トサ ソ トラ ッ ク」 用 のデ ィー ゼル エ ンジ ン.イ ソ ドネ

13)詳 し くは,竹 野忠弘 「アジア地域 における 自動車産 業の国際分業の展開(上)(下)」r世 界経

済評論』1999年5月 号,6月 号 を参 照。
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シ ア か らは機 械 加工 部 品,フ ィ リ.ピγ

か らは ワ イヤ ー ・八 一 ネス,マ レー シ

アか らは 電 装部 品 ・クラ ッチ部 品 を そ

れ ぞ れ 他 の三 方国 に輸 出す る とい う も

の で あ る。 一 方 ト記タ は,イ ン ドネ シ

アか らマ レー シア に 自動 車 エ ン ジ ン を

輸 出 し.タ イか ら イ ン ドネ シ ア とマ レ

ー シア に 金型 を輸 出 し,台 湾 か らイ ン

ドネ シ ア に樹 脂部 品 を輸 出 して い る。

さ ら に1990年7月 に は マ レ ー シア に ス

テ ア リン グ ・ギ ア の生 産会 社 を,フ ィ

リ ピ ンに は トラ ンス ・ミ ッシ ョンの 生

産 会 社 を設 立 し,シ ン ガ ポ ール に多 国

間取 引 の 調 整 ・運 営 会 社 を設 立 して,

い っそ うの 企 業 内国 際 分 業 を展 開 し よ

う として い る。

これ に対 して,も う一 方 の製 造 コス

ト削 減 の方 法 を と って い るの は,三 菱

自動 車 と鈴 木 自動 車 であ る。 両 者 は,

第3・4号

図3

トヨタ自動車の東南アジア生産拠 点

と部 品補完の流 れ「

マレーシア

・UMWト ヨタ

モ ーター

タ イ

。タイ・

トヨタ

諺

台 湾
・騨 汽車
・豊永

金
型 織轟

.臨 o

エ ンジン

りちむ ク

日産 自動 車 の 東 南 アジア 生産 拠 点

(会 社 名)と 相 互 補 完 の流 れ

タ イ
・サイアム・モ一夕ース匙日産

・サ イアム・オー トモ ーティブ

インダストリー ム

マ レー シア

。 タンチ ョン ・モ ー タ ー ・

ア ッセ ンブ リー

イ

ン
ド

ネ

シ

ア
ー

・
ト

ヨ

タ

.
ア
ス

ト

ラ

モ
ー

タ

ー

慕
ワイヤ

誕叢

湾

フィリピ ン

・ピリピナ ス

日産
・ユニバーサル

モ 一夕ース

インドネシァ
・イスマ ック

(出所)『 日経産業新聞』1989年6月22日.

イ ン ドネ シ アで1000ccク ラ ス の小 型 トラ ッ ク を共 同 開 発 し,必 要 な 部 品 を分

担 す る もの で あ り51991年 生 産 開 始 を 予 定 して い る。 これ は 最:初か ら部 品 を

共 通 にす る こと で投 資 負 担 を軽 減 し,価 格 競 争 力 を強 化 しよ うとす る もの で あ

る1些㌔

トヨタや 日産 自動 車 の 展 開 して い る企 業 内国 際 分 業 ば 部 品 の業 種 分 野 や車

種 な ど製 品 分 野 別 に 分 業 を行 う水 平 分 業 で は な く,特 定 の部 品や 工 程 を分 担 し

て 生 産 す る垂直 分 業 の形 態 を とら てい る。 これ は企 業 内垂 直 的補 完分 業 とい う

M)r日 本 経 済 新 聞』 ユ989年4月19日 。
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こ とに な るm。 この よ うに,日 本 自動 車資 本 は 国産 化政 策 と輸 出 促 進 政 策 に対

応 して,独 自の 企 業 内国 際 分 業 を展 開 しっ っ あ る。 しか し.こ れ ら企 業 の お こ

な って い る企 業 内国 際分 業 は イ ン ドネ シア をは じめ とす るASEAN諸 国 がす

べ ての 自動 車 部 品 を 国 内 で生 産 し,そ れ に よ る技 術 移 転 と自動 車 産 業 を育 成 し

よ う とい う国産 化 政 策 とは 異 な り,各 国 が 特 定 部 品 の生 産 に特 化 させ られ,企

業 に よ る国 際分 業 の 一分 枝 と な る こ と も考 え られ る。 こ こに 外資 に よ る国 産化

政 策 が もつ 矛盾 が顕 在 化 して い る とい わ な けれ ぼ な らな い。

お わ り に

イ ン ドネ シ ア にお け る 自動 車需 要 は1989年 に な って よ うや く低 迷 状 態 か らの

脱 却 の 兆 しが み えて きた 。 しか し,依 然 と して20方 台 に到達 しえ な い とい う市

場 規 模 で 日本 自.動車 資 本 を 中心 と して 多数 の企 業 が 激 しい 競 争 を展 開 して い る

とい う事 態 に変 化 は な い 。 イ ン ドネ シ ア政 府 は こ う した状 況 の 中 で 自動 車 国 産

化 を い っそ う押 し進 め る こ と を表 明 して い るが.こ れ ま で の と ころ で述 べ た よ

うに計 画 どお り1990年 末 ま で に部 品 完 全 国 産 化 を実 現 す る こ とは容 易 な こ とで

は な い 。政 府 と して は,輸 出 促 進 政 策 も同時 に展 開 せ ね ば な らな い の で あ って,

これ ま で 国 内市 場 を対 象 に し て き た 自動 車 産 業 も輸 出産 業 と して 育成 す る方 向

が 検討 され て い る。.しか し,現 在 の イ ン ドネ シア 自動 車 産 業 に は 輸 出 競 争 力 は

ない 。 した が っ て 自動 車 輸 出 をす る た め に は 製 造 コス トを削 減 し なけ れ ば な ら.

な い の で あ るが,そ の た め に は 自動 車一 貫生 産体 制 の 確 立 な どの効 率 化 が 必 要

で あ る。 だが,こ れ を実 現 す るた め に は,名.部 品 生 産 ご と に分 離 され て い る工

場 を一 貫 生 産 体 制 に再 編 す る こ と に よ る雇 用 者 の 削 減 や,独 自 の産 業Y_Lて 形

成 され て い る国 内資 本 に よ る架 装 メ ー カ ーの 合 理 化 な どが 当然 検 討 され ね ば な

らず,そ れ は イ ン ドネ シ アの 失 業 問 題 を深 刻 化 させ る こ とに な ろ う。

さ ら に重 要 なの は,こ うした 自動 車 国 産 化 が 多 国籍 企 業 に よ って に な わ れ て

15)下 川浩 一 「自動車産 業における国際分業の現状 と将来」 『.自動車工業』1989年6月 号,2～13

ページ。
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い る こ とか ら生 じる 問題 で あ る。 イ ン ドネ シ ア にお け る国 産 化 政 策 の もつ矛 盾

を検 討 す る際 に も この 国 産 化 の 主 体 で あ る多 国 籍 企 業 の側 の論 埋 こそ が主 要 な

側 面 と して検 討 され な け れ ば な らないLB)。 日本 の各 自動 車 資 本 は政 府 の 国 産 化

政 策 に対 応 しっ っ も独 自の利 潤 拡 大 の 方 向 と して企 業 内 国際 分 業 を い っそ う展

開 しよ う と して い る。 こ う した 多 国 籍 企 業 の 国際 展 開 が政 府 の部 品 完 全 国 産 化

の 方 針 と矛 盾 せ ざ る を得 ない こ とは前 に見 た とお りで あ る17)。 この こ とは,多

国籍 企 業 の 要 求 に もとづ い た 国 際 生 産 の展 開 と.こ う した 多 国 籍 企 業 に依 存 し

た 国 内 産 業 の 育 成 粉行 わ ざ るを得 な い途 上 国 政 府 との 間 の 深 刻 な対 立 を 如実 に

示 して い る とい え よ う。

(1990年7月 稿)
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る多 国 籍企 業 に 関す る現 地 調 査 に 同 行 させ て い た だ い た 。 現 地 で は,日 本 輸 出入 銀 行
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MOTORS,ALEXANDERHOUSEの 各 社 を 訪 れ た 。 本 研 究 は,こ の 現地 調 査 に基

づ く研 究 成 果 の一 部 で あ る。

16)杉 本昭七 氏は,多 国籍企業の発展途 ヒ国へ の直接投資 とその受入国 との関係 を分析す る上 で次

の点 を強調 されている。 「直 接投資供与側の態様 は,他 方 では.受 入国側 の経済環境 ならびに政

府諸政策 のあ りよ うに よって規定 され もす る。だが この双方 の関係においては,供 与側 の要 因が

よ り決定的 な役割 を果 たす ことが あ くまでも認識 されてい なければな らない。なぜな ら,い うま

で もない ことだが卿運動 をつ くりだす主体 のあ りよ うを出発点 に据 えなければ,世 界経済 の展開

方向を法則 的に把 握す ることはで きない か らである」(「ニックス化の性格 と条件 につい て」杉 本

昭七著 『多 国籍企業ば どこへ導 くか』 同文館,1989年,第2章,116ペ ージ)。

17)オ ース トラリアの 自動 車国産化 を研究 され た松村 文武 氏は,外 国多国籍企業 による現地生 産で

あ って も,現 地労働者 を雇用 してい るこ とを もワて,そ の多国籍企業 による生産 を 「国産」 と称

している ことについて次 のよ うに述 べ られている。「『労働 の担い手 に基づ く国産規定 』は,資 本

所有権 の国際的拡大に起因す る経済 的支 配深化の問題 を後景 に追いや る恐 れが生 じないか,と い

う疑 問にっ きあた らざるをえない」(松 村文 武 「『国産』 の 概念 一 オース トラリア経 済管見一」

r世 界経済評論』1989年4月 号,64ペ ージ)。 イ ン ドネ シアにおけ る自動車国産化 もまさに こう

した問題 を提起 してい るとい えよ う。


